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総合評価落札方式について
奈良県の取り組み

平成１８年度

・１億円以上の建設工事の中から４件を試行

（道路2件 砂防1件 下水道1件 全て簡易型）

・原則１億円以上の全ての建設工事で本格実施 合計７３件

（高度技術提案型：1件 標準型：5件 簡易型①：21件 簡易型②：46件）

・原則５千万円以上の全ての建設工事で実施

・原則１千万円以上の全ての舗装工事で実施

・原則１千万円以上の地すべり工事の一部で試行 合計１７９件

（標準型：1件 簡易型①：8件 簡易型②：15件 簡易型③：83件

簡易型④：4件 舗装：68件）

平成１９年度

平成２０年度

総合評価落札方式について
奈良県の取り組み

・農林部の総合評価審査委員会の事務局を土木部技術管理課に一元化

・原則５千万円以上の全ての建設工事で実施

・原則１千万円以上の全ての舗装工事で実施

・２千万円以上の格付Ｂランクの土木一式工事で試行 合計２２３件

（標準型:6件 簡易型①:23件 簡易型②:118件 簡易型③:13件 舗装:63件）

平成２１年度

・原則５千万円以上の全ての建設工事で実施

・原則１千万円以上の全ての舗装工事で実施

・２千万円以上の格付Ｂランクの土木一式工事で試行

・８百万円以上の格付Ｃランクの土木一式工事で試行

・２千万円以上の格付Ｂランクの建築一式工事で試行

・２千万円以上の格付Ｂランクの農林部発注工事で試行

・１千万円以上の「区画線（ライン）・道路標示」 「標識等」、で試行

（標準型:13件 簡易型①:117件 簡易型②:27件 簡易型③:8件 舗装:61件）

合計２２６件

平成２２年度



総合評価落札方式について
奈良県の取り組み

・水道局の総合評価審査委員会の事務局を土木部技術管理課に一元化

・原則５千万円以上の全ての建設工事で実施

・原則１千万円以上の全ての舗装工事で実施

・原則１千万円以上の「区画線（ライン）・道路標示」 「標識等」で実施

・原則１千万円以上の地すべり工事で実施

・２千万円以上５千万円未満の橋梁工事（補修工事を含む）で実施

・２千万円以上の格付Ｂランクの土木部・農林部発注土木一式工事で試行

・８百万円以上の格付Ｃランクの土木部・農林部発注土木一式工事で試行

・２千万円以上の設備工事で試行

・１千万円以上の格付Ｂランクの建築一式で試行

（標準型:5件 簡易型①:137件 簡易型②:44件 簡易型③:17件 舗装:60件）

合計２６３件

平成２３年度

総合評価落札方式について
奈良県の取り組み

土木部・農林部・水道局が発注する以下の建設工事が対象

○予定価格５千万円以上の全ての建設工事で実施

○予定価格５千万円未満の建設工事については以下のとおり

・予定価格３千万円以上５千万円未満の全ての土木一式・建築一式工事
（発注基準の変更による）

・予定価格１千万円以上５千万円未満の全ての舗装工事

・予定価格１千万円以上５千万円未満の全ての「区画線・道路標示」工事、

「標識等」工事

・予定価格１千万円以上５千万円未満の全ての地すべり工事

・予定価格２千万円以上５千万円未満の全ての橋梁工事（補修工事を含む）

・格付Ｂ、Ｃランクの土木一式工事の一部で試行

・格付Ｂランクの建築一式工事の一部で試行

・予定価格２千万円以上５千万円未満の設備工事の一部で試行

合計４００件程度予定

平成２４年度



総合評価落札方式について
評価値の算出

※1 最も高い企業＝落札者

※2 評価項目ごとに予め定めた計算方法により技術提案の評価を得点換算する

※3 技術提案の内容に対応した入札価格

標準点とは？

奈良県の評価値算出方式は、除算方式を採用。

加算点とは？

評価値(※1) ＝ ＝
技術評価点(※2) 標準点＋加算点

価 格(※3) 価 格

・設計図面及び仕様書等に基づいた最低限の要求要件を満たした
場合（標準案）に与える点（１００点）

・標準案を上回る提案に対し加算される得点

評価値の算出方法

総合評価落札方式について
技術提案書の配点割合

平成２３年度 平成２４年度

型 式 配 点 型 式 配 点

高度技術提案型
７０点 （７０点）

技術提案比率１００％
高度技術提案型

７０点 （７０点）

技術提案比率１００％

標準型①（WTO）
５４点 （５４点）

技術提案比率１００％
標準型①（WTO）

５４点 （５４点）

技術提案比率１００％

標準型①
（WTO以外）

５２点 （４５点）

技術提案比率８７％

標準型①
（WTO以外）

５２点 （４５点）

技術提案比率８７％

標準型②
４１点 （３３点）

技術提案比率８０％
標準型②

４１点 （３３点）

技術提案比率８０％

標準型③
３４点 （２４点）

技術提案比率７１％
標準型③

３４点 （２４点）

技術提案比率７１％

簡易型①
２２点 （１２点）

技術提案比率５５％
簡易型①

２２点 （１２点）

技術提案比率５５％

簡易型②

【各付けBランク用】

１７点 （８点）

技術提案比率４７％

簡易型②

【格付けBランク用】

１７点 （８点）

技術提案比率４７％

簡易型③

【各付けＣランク用】

１１点 （ ４点）

技術提案比率３６％

簡易型③

【格付けCランク用】

１１点 （４点）

技術提案比率３６％

（ ）内は技術提案の配点総合評価落札方式の型式と配点

※簡易型①～簡易型③についても技術提案を求めている



総合評価落札方式について
簡易型①（一般土木等）の落札者決定基準の例示 その１

分類 評価(審査)項目 評価(審査)内容 評価（審査）基準 配点

技

術

提

案

書

施

工

計

画

②品質管理

材料や構造物の品質確
認方法、管理方法の適
切性（評価項目につき最
大２提案までとし、３提案
以上記入があった場合は、
当該項目の全ての提案を評
価対象外とする）

a品質の確認方法、管理方法が適切であり、優れた

工夫かつその具体的な根拠及び効果が見られる

３点/

1提案
左記
得点
の合
計点
MAX
６点 小計

１２
点

満点

b.品質の確認方法、管理方法が適切であり、工夫

かつその具体的な根拠及び効果が見られる

1.5点/

1提案

c.品質の確認方法、管理方法が適切であるが、

上記a、bに該当しない
0

③安全管理

現地条件等を踏まえ安
全管理上の課題への対
応の適切性（評価項目に
つき最大２提案までとし、
３提案以上記入があった場
合は、当該項目の全ての提
案を評価対象外とする）

a.現地条件を踏まえ安全管理が的確に図られ、優れ

た工夫かつその具体的な根拠及び効果が見られる

３点/

1提案
左記
得点
の合
計点
MAX
６点

b.現地条件を踏まえ安全管理が的確に図られ、工夫

かつその具体的な根拠及び効果が見られる

1.5点/

1提案

c.現地条件を踏まえ安全管理が的確に図られている

が、上記a、bに該当しない
0

企

業

の

施

工

実

積

等

企
業
の
施
工
実
績

工事成績評定
点（JVは全構
成会社別に採
点し、出資比
率による加重
平均とする）

過去5年間に元請（JVの
構成員として請負った工事
を含む）として完成・引渡
が完了した、奈良県土木部
発注の「予定価格が５千万
円以上の一般土木工事等」
の工事成績評定点の平均値
（過去5ケ年度の全件数の
平均値）

a. ６５点以上
（工事成績評定点の平均

値－６５）×０．1

ＭＡＸ3.5

小計
１０
点

満点

b. ６０点以上 65点未満
（工事成績評定点の平均

値－６５）×０．4

c.６０点未満 －３

表彰（JVは全
構成会社別に採
点し、出資比率
による加重平均
とする）

過去5年間（発注年度を
含む）における国土交
通省近畿地方整備局、
又は奈良県の表彰

a.下記の表彰がある（各表彰１件当たり0.5点とする）

○国土交通省近畿地方整備局の表彰

○奈良県の表彰

Max１

b.上記aに該当しない ０

簡易型①（技術提案評価型）では、工事の内容により工程管理、品質管理、安全管理、施工管理の４項目から２項目を選択（重複あり）

分類 評価(審査)項目 評価(審査)内容 評価（審査）基準 配点

技

術

提

案

書

企

業

の

施

工

実

績

等

ISO9000シリーズ、14000シリーズ認証取得（JVは
全構成会社別に採点し、出資比率による加重平均とす
る）

a.本社、工場等、当該関係部署がISO9000シリーズ

かつISO14000シリーズ認証を取得している
１

小計
１０
点

満点

b.本社、工場等、当該関係部署がISO9000シリーズ

又はISO14000シリーズ認証を取得している
０．５

c.上記a、bに該当しない ０

配置予定技術者の施
工経験

（JVは代表者のみ
採点する）

過去15年間の元請（JVの構成
員として請負った工事を含む）
として完成・引渡が完了した受
注価格が２千５百万円以上の同
種工事についての監理技術者･主
任技術者・現場代理人としての
施工経験

a.監理技術者・主任技術者として国、又は奈良県発注工事

の完成・引渡が完了した
２

b.監理技術者・主任技術者として特殊法人等、公益法人、

地方公共団体（奈良県を除く）の発注工事の完成・引渡

が完了した

１

c.現場代理人（現場代理人で配置された時に既に同種工事の

監理技術者の資格を有していた者に限る）として国、特殊

法人等、公益法人、又は地方公共団体（奈良県を含む）の

発注工事の 完成、引渡が完了した

ただし、配置期間は工期全体の１/２以上とする

１

ｄ.上記a、b、ｃに該当しない ０

地域精通度

（JVは全構成会社
別に採点し、出資比
率による加重平均と
する）

本店の所在地

a.工事実施市町村に本店がある １．５

b.工事実施市町村を管轄する土木事務所管内に本店がある ０．５

c.上記a、bに該当しない ０

社会・地域貢献

（JVは全構成会社
別に採点し、出資比
率による加重平均と
する）

災害協定の締結

a.国土交通省近畿地方整備局又は奈良県と、災害協定を締結

していることが確認できる
１

b.上記aに該当しない ０

加 算 点 合 計 ２２点満点

総合評価落札方式について
簡易型①（一般土木等）の落札者決定基準の例示 その２



総合評価落札方式について
技術提案審査通知と公表

○技術提案の審査通知
提出された技術提案を評価しなかった場合は、履行を免除しているため、

技術提案の評価の有無を、入札の前に通知している。

→ 入札金額に反映させるため

○技術評価点の公表
落札者決定後、入札参加者の技術評価点の内訳を、技術提案については、

各評価項目の合計点と各提案ごとの評価（評価した場合は「○」、評価しな
かった場合は「－」、複数提案と判断した場合は「複」）を、企業の施工実
績等については合計値を、各社一覧で開札録とともに公表しています。

→ 今後の技術提案作成の参考とするため

技術提案の審査通知と公表

（ 別 紙 １ ）

号公 契

平 成 年 月 日

技 術 提 案 書 審 査 通 知 書

株 式 会 社 ○ ○ 建 設

代 表 取 締 役 ○ ○ 様

奈 良 県 知 事 荒 井 正 吾

貴 社 が 提 出 さ れ た 技 術 提 案 書 等 提 出 書 に 対 し 、 総 合 評 価 審 査 委 員 会 で 審 査 ・ 評 価

を し た 結 果 、 適 正 と 認 め ら れ る の で 、 入 札 参 加 資 格 を 再 度 確 認 の う え 技 術 提 案 書

（ 下 記 の 提 案 ご と の 評 価 を 参 照 ） に 基 づ く 施 工 計 画 に よ り 入 札 し て く だ さ い 。 こ れ

に 違 反 し た 場 合 は 入 札 を 無 効 と し ま す 。

記

公 告 日 平 成 ２ ３ 年 ○ 月 ○ 日

工 事 名 ○ ○

工 事 番 号 第 ○ ○ 号

※ 評 価 さ れ た 提 案 （ 上 記 表 中 の ○ ） に つ い て は 、 履 行 義 務 が あ り ま す 。

提案２
（複）○

提案１

施工計画
品質管理 施工管理

提案１ 提案２
○

審査通知書例

総合評価落札方式について
技術提案書審査通知



総合評価落札方式について
技術評価点の公表

入札者氏名

評価項目

加算点計 技術評価点
施工計画

企業の施工実績
等

品質管理 安全管理

提案１ 提案２ 提案１ 提案２

A 社
○ － ○ ○

５．５ １４．５ １１４．５
３．０ ６．０

B 社
－ － ○ －

６．５ ９．５ １０９．５
０ ３．０

C 社
○ ○ ○ ○

６．５ １７．０ １１７．０
６．０ ４．５

D 社
－ － － －

７．５ ７．５ １０７．５
０ ０

※落札者決定後に、技術提案については評価したかどうか、企業の施工実績等については

合計値を公表します。

個々の提案の評価の詳細については、「評価基準」の公表になりますので公表しません。

技術評価点の公表

総合評価落札方式について
技術提案等の履行の確保

○技術提案について
技術提案については、入札の前に評価の有無を通知しており、評価に至ら

なかった提案は履行を免除している。
ただし、評価されたにもかかわらず、受注者の責で履行しなかった場合は、

竣工後の工事成績評定点おいて、１０点減点する。

○配置技術者について
企業の施工実績等の評価項目である「配置予定技術者の実績（同種工事）」

において加点された配置技術者が途中交代する場合、代わりに配置される技
術者が同等以上の資格と経験を有していない場合は、上記と同様に１０点減
点する。

技術提案等の履行の確保



総合評価落札方式について
Ｈ２４年度の主な改正内容

○対象期間の延長について
工事成績評定点及び表彰の対象期間を４年から５年に延長する

○工事成績評定点の対象工事について
企業の施工実績等の評価に使用する、工事成績評定点の対象工事について、
平成２３年９月１日以降に発生した自然災害に起因して、災害協定に基づく
奈良県建設業協会への要請により随意契約した工事並びに緊急維持業者、特
定業者と随意契約した工事を除く

■Ｈ２４年度の主な改正内容

＊この改正内容はＨ２４年６月１日以降の公告から適用する

低入札価格調査制度について

○予定価格が５千万円以上の全ての建設工事

予定価格が３千万円以上５千万円未満の全ての土木

一式工事及び建築一式工事

低入札価格調査制度

○上記以外

最低制限価格制度＋施工体制確認調査

奈良県のダンピング対策



低入札価格調査制度について

年 度
対象件数

（業者数）

調査基準価格を

低入札価格調査制度における調査及び基準等
の動向

上回る額の

契約件数

（業者数）

下回る額の

契約件数

（業者数）

Ｈ１８年度
３３件

（３３者）
－

３３件

（３３者）
低入札価格調査制度を導入

Ｈ１９年度
３１件

（３６者）

２件

（７者）

２９件

（２９者）

直接工事費 × ７５％

共通仮設費 × ７０％

現場管理費 × ６０％

一般管理費等 × ３０％

Ｈ２０年度
１１件

（１５者）

８件

（１２者）

３件

（３者）

全て「特別重点調査」を実施し、別途「失格判断基
準」を定め公表、低入札で契約した場合の入札参加
制限を実施

Ｈ２１年度
４件

（４者）

４件

（４者）
０件

「失格判断基準」見直しを行い、「品質確保体制」
を充実させ、低入札で契約した場合の入札参加制限
を強化

Ｈ２２年度
３件

（３者）

３件

（３者）
０件 平成２１年度と同じ

Ｈ２３年度
３件

（３者）

３件

（３者）
０件 平成２１年度と同じ

いずれかを下回
ると「特別重点
調査」を実施

奈良県の取り組み

低入札価格調査制度について
低入札工事での品質確保体制の充実と参入制限

項目 平 成 ２ ４ 年 度

配置技術者の追
加配置

主任（監理）技術者とは別に同等程度の技術者を専任で１名追加配置

低入札で契約し
た場合の入札参
加制限

○土木部・農林部・水道局を問わず入札参加制限

○単体・ＪＶを問わず入札参加制限

予定価格が5千万円以上の建設工事における過去2カ年度の工事成績評定点

の平均値が

・75点未満 単体・JVを問わず、当該契約対象工事の完成・引渡が完了する

までの期間、新たな工事への参入を認めない。

ただし、その者に過去２ヶ年度（当該契約対象工事の発注年度を含まない）

で対象となる工事実績がない場合は、７５点以上とみなして扱うものとする。

・ 75点以上 単体・JVを問わず、当該契約対象工事の完成・引渡が完了する

までの期間、調査基準価格を下回る価格（低入札）での応札を

認めない（失格）

平均値は、土木部の平均値又は農林部の平均値又は水道局の平均値のうちいづれか低い値を採用

低入札で契約し
た場合の監督強
化

重点監督による品質強化

土木部土木工事重点監督要領 土木部建築工事重点監督要領

農林部土木工事重点監督要領 水道局建設工事重点監督要領



低入札価格調査制度について

平成２４年度の主な改正点

平成２４年６月１日以降公告分から、発注基準の見

直しにより、土木一式工事および建築一式工事につい

て、低入札価格調査の対象金額を予定価格５千万円以

上から、予定価格３千万円以上に変更

施工体制点検特別調査班立入調査について

現場点検件数

平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度

点検

件数
指導書交
付件数

点検

件数
指導書交
付件数

点検

件数
指導書交
付件数

点検

件数
指導書交
付件数

点検

件数
指導書交
付件数

①総合評価案件 １４ ０ ５７ ２ １１１ ２ １４８ １２ １４８ １５

②低入札調査案件 ２４ ０ １２ １ １ ０ ０ ０ ０ ０

③低入札+総合評価案件 － － ３ ０ ２ ０ ０ ０ ０ ０

④上記①～③以外 ６５ ７ ５２ ５ ４２ １ ５２ ３ ２７ １

合計 １０３ ７ １２４ ８ １５６ ３ ２００ １５ １７５ １６

●平成２３年度に指導書を交付した主な理由
・施工体系図に記載がない業者が施工していた
・施工中の業者の建設業の許可票が掲示されていなかった
・主任（監理）技術者の専任制が認められなかった
・現場代理人の常駐性が認められなかった
・下請業者の主任技術者の専任制が認められなかった

●指導書を交付した工事については、文書で注意を行ったことにより、竣工
時の工事成績評定点の「法令遵守」の項目で８点減点する。



項 目 内 容

主任（監理）技術者等
の専任（常駐）制

①主任（監理）技術者が専任していない

②現場代理人が常駐していない

各種掲示の不備

①建設業許可票、施工体系図を掲示していない（掲示していても記載漏れがある）

②施工体系図等の掲示場所が適正でない
（建設業法、公共工事の入札及び契約の適正化促進に関する法律により「工事関係者が
見やすい」「公衆が見やすい」場所に掲示）

施工体制台帳の不備 施工体制台帳が作成されていない、又は現場ごとに備え付けられていない

法令違反の恐れ 過積載の恐れが認められた（搬出記録により確認）

下請業者の状況
①施工体系図に記載がない業者が施工している

②専任が必要な下請業者の主任技術者が専任していない

施工体制点検特別調査班立入調査について

立入調査実施時の指導書交付対象

項 目 内 容

配置技術者等の専任(常駐) 主任（監理）技術者の専任、現場代理人の常駐に関して疑義がある

施工体制台帳の不備
①施工体制台帳の記載内容に誤りがある

②配置技術者が工事に主体的に関与していることが不明（書類に確認印等がない等）

下請業者の状況 下請業者の主任技術者の資格を元請が確認していない

その他の指導対象

施工体制点検特別調査班立入調査について

・土木部発注工事に加えて、農林部発注工事についても現場への立入調査
を開始

①平成２１年４月２４日以降

②平成２３年６月１３日以降

・土木部、農林部発注工事に加えて、水道局発注工事についても現場への
立入調査を開始



○奈良県では、高度な知識や技術力が必要とされる、技術的

工夫の余地が大きいと判断できる業務については、規模に

かかわらず、原則としてプロポーザル方式を適用、平成９

年に試行を開始し、平成２０年から本格実施しています。

○予定価格１０００万円以上の業務については、原則として

総合評価落札方式を適用、平成２１年に試行を開始し、平

成２２年から本格実施しています。

設計コンサルタント業務等について

奈良県の取り組み

設計コンサルタント業務等について

年 度 ～平成19年 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 合 計

プロポーザル
方式

２５ ２８ ２１ １２ １８ １０４

総合評価落札
方式

－ － １５ ２７ ２１ ６３

合 計 ２５ ２８ ３６ ３９ ３９ １６７

※ 平成24年度はプロポーザル方式、総合評価落札方式を合わせて
50件程度実施予定。

過去の実施件数



適用の考え方及び適用対象業務 適用イメージ

Aプロポー

ザル方式 ○適用の考え方

業務の内容が技術的に高度なもの又は専門的な技術が要求される業務であって､提出された技術提案に基
づいて､仕様を作成するほうが最も優れた成果を期待できる場合。また、予定価格を算出するにあたって標
準的な歩掛かりがなく、そのほとんどを見積による場合。 道路網整備計

画検討

道路、橋梁等
構造物景観設
計

河川整備基本
方針

自然再生計画
検討

社会実験

指針、ガイド
ライン類策定

等

○適用対象

奈良県土木部プロポーザル方式実施要領第２条に規定する次の①～⑥の業務とする。

このうち、①～⑤については契約対象業務の業務内容に照らして判断のうえ適用し、⑥については特に指示
があった場合に適用する。

①積算基準及び標準歩掛がない非定型な業務（過去の実施事例等に基づき、概ね仕様（業務実施

手順、予定価格）の確定が可能な業務を除く）

②都市計画調査、環境影響調査その他複数の分野にまたがる調査等広範かつ高度な知識と豊かな

経験を必要とする業務

③広範囲な知識を対象とする解析調査、観測、診断を要する業務

④マスタープランの作成等基本設計に係る業務

⑤創造性、芸術性等を求められる設計業務

⑥その他、プロポーザル方式に基づき執行することが､適当であると土木部長が認める業務

設計コンサルタント業務等について

適用の考え方及び適用対象業務 適用イメージ

Ｂ総合評価

落札方式

○適用の考え方

発注段階で仕様（業務実施手順、積算基準）を概ね確定することが可能であるが、入札者の提示する技術
等によって、業務の成果に相当程度の差異が生ずることが期待できる場合（技術的な工夫の余地がある業
務）。

構造物予備・詳
細設計

道路予備・詳細
設計

堤防・護岸設計

構造物補修設計

積算技術業務

工事監理業務

地質調査業務

等

○適用対象

原則、予定価格1000万円以上の業務（プロポーザル方式又は価格競争入札を適用することが適切な業務
を除く。）について実施する。また、予定価格1000万円未満であっても、入札者から技術提案を求めるこ
とで業務の品質向上に寄与すると判断できる業務についても実施する。

Ｃ価格競争

入札
上記によらない場合（技術的な工夫の余地が小さい）。

入札参加条件として、一定の資格等を評価することにより品質を確保できる業務。

耐震診断

交通量観測

施設点検調査

等

Ｄその他

方式
業務の特殊性を勘案して実施する。

設計コンサルタント業務等について



工夫の余地が大きい業務
（業務の規模に関わらない）

『プロポーザル方式』

業務規模が大きく工夫の
余地が比較的大きい業務

『総合評価落札方式』

業務規模が大きい単純な業務

『価格競争入札』

A①～⑥

ＣＢ

Ｃ
Ｂ

Ｄ

以上未満

業務規模

（建設コンサルタント）
予定価格1000万円

業務規模が小さいが工夫の
余地が比較的大きい業務

『総合評価落札方式』

工夫の余地が小さい業務

『価格競争入札』

『その他の方式』

設計コンサルタント業務等について

適用対象のイメージ

手続きの透明性・公平性を確保するため、評価基準、特定方法や落札者の決定

方法については、あらかじめ公告等において明らかにする。

また、技術提案書提出者や入札参加者の技術評価点について、プロポーザル方

式においては特定後、総合評価落札方式においては落札者決定後早期に公表する。

設計コンサルタント業務等について

○落札者決定後
総合評価落札方式における参加者の価格評価点・技術評価点、プロポーザル

方式における参加者の評価点は、落札者決定後（特定後）速やかに公表する。
ただし、プロポーザル方式における参加者名は、契約者のみ公表する。

○結果の公表について
希望者（参加者）については、自社の評価項目の「配置予定技術者（企業）

の経験及び能力」の内訳及び「手持業務量」を各事業担当課または土木事務所
にて閲覧により公表する。ただし、「業務の実施方針」、「評価テーマ」に関
する評価項目の内訳は非公表とする。

情報公開



その他の取り組みについて

表彰制度の目的

奈良県土木部が発注した建設工事のうち、他の模範となる優良な工事を施工

したものを表彰することにより、建設事業者の意欲増進、技術の向上を図ると

ともに、社会的評価を高め、健全な育成・発展に資することを目的とし、平成

２１年度に創設

１．奈良県土木部優良工事表彰制度について

優良工事の定義

よりよい品質を確保するために特に秀でた取り組み（特に「耐久性」向上の

取り組みを重視）を行い、他の模範となる工事

優良工事の選定

工事成績評定点が優秀であり、かつ、上記定義に合致した工事であることを、

書類及び現地確認を行い選定する。

その他の取り組みについて

平成19年度から技術の継承を目指した各年代に応じた研修プ
ログラムを構築し、職員の技術力向上を図っている。

特色のある研修としては

・新規採用職員を対象とした『一貫研修』

「土木の基本」の取得を目的とした3年間継続的に実施

する研修

・中堅職員を対象とした『指導員研修』

『一貫研修』に講師として参加し、コミュニケーション

力や指導力を育成する研修

２．奈良県技術職員研修について



その他の取り組みについて

１．奈良県技術職員研修について

その他の取り組みについて

新採研修
土木部組織概要、各課概要、

事務所概要 積算システム操作

路線測量実習、測量研修

擁壁安定計算研修（１日間）

監督員研修 講義 （半日間）
監督要領、施工管理、各種法令

１年目

新規採者を対象に、土
木部職員としての自覚の
養成、及び職務に必要な
知識を習得させ、監督員
の仕事の講義を経て測量
～積算までを研修する。
これを通し「仕事の体験」
をねらいとする。

災害実務研修
災害復旧事業について、査定設計書作成

平面図、縦断図、横断図

監督員研修
現場立会 （１日間）施工計画書の確認、

現場立会実務臨場、写真撮影方法

２年目

２年目に入り技術的な
実務に主体を置く。
「技術の基礎」を体験
することをねらいと
する。

３年目杭基礎安定計算研修（２日間）
橋梁杭基礎安定計算実習監督員研修

監督員研修 検査 （１日間）
設計書、竣工図書の確認、模擬会検検査

３年目
３年目の技術職員と
して全体的な基本の
集大成を目指す。
「県技術職員とは」を
意識することをねら
いとする。
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